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平成22年5月7目

都道府県医師会

社会保険担当理事　殿

日本医師会常任理事

　　　　鈴　木　邦　彦

「改定診療報酬点数表参考資料」の正誤表の送付について

　『改定診療報酬点数表参考資料（平成22年4月1目実施）』につきましては、都道府県医
師会を通じ、会員の先生方に配布させていただきました。

　今般、厚生労働省から正式に発出された通知との相違や、一部訂正通知等の内容を反映した

正誤表を作成いたしましたので、お送り申し上げます。

　内容は下記のとおりですので、貴会会員にご周知くださいますよう、よろしくお願い申し上
げます。

　なお、本件につきましては、日医HPのメンバーズルームに掲載いたします。

記

【参考資料の正誤】

・平成22年3月5日付　厚生労働省保険局医療課長通知との正誤
・平成22年3月26日付　厚生労働省保険局医療課事務連絡による正誤

（添付資料）

・改定診療報酬点数表参考資料（平成22年4月1目実施）　《正誤表》





改定診療報酬点数表参考資料

（平成22年4月1日実施）
　　　　　　　《正誤表》

1．平成22年3月5日付　厚生労働省保険局医療課長通知との正誤

ページ 項　目 正　　誤

第1章　基本診療料第

第2部　入院料等

55

88

91

95

＜通則＞

第3節　特定入院料

A303　総合周産
　期特定集中治療室

　管理料

A309　特殊疾患
　病棟入院料

11入院診療計画、院内感染防止対策、医療安全管理体制及び褥瘡対策にっ

　いて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合している場合に限り入院基本

　料（特別入院基本料（7対1特別入院基本料及び10対1特別入院基本料を

　含む。）及　　　　　　特定入院基本料を含む。）、特定入院料又は短期滞在

　手術基本料3の算定を行うものであり、基準に適合していることを示す資

　料等を整備しておく必要がある。

1　特定入院料（特殊疾患入院医療管理料、小児入院医療管理料、回復期リ

ハビリテーション病棟入院料、特殊疾患病棟入院料、緩和ケア病棟入院料、

精神科急性期治療病棟入院料、精神療養病棟入院料及び認知症治癒病棟入

院料を除く。以下この項において同じ。）は、1回の入院について、《以下略》

（1）　総合周産期特定集中治療室管理料は、出産前後の母体及び胎児並びに

　　新生児の一貫した管理を行うため、都道府県知事が適当であると認めた

　　病院であって、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合していると地

　　方撰練墨生」堕）＿局長に届出を行った病院である保険医療機関

　　に限って算定できる。

（1）　特殊疾患病棟は、主として長期にわたり療養が必要な重度の肢体不自

　　　　　　　　　、脊髄損傷等の重度の障害者一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　重度の意識障

　　害者（病因が脳卒中の後遺症の患者を含む。）、筋ジストロフィー患者又

　　は神経難病患者が入院する病棟であり、《以下略》

第2章　特掲診療料

第1部　医学管理等

121

126

B　O　O1　特定疾患

治療管理料

1　ウイルス疾患指

　導料

9　外来栄養食事指

　導料

（5）　「注2」に掲げる加算は、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合

　　しているものとして地方厚生一越）＿局長筆に届け出た保険医療機関にお

　　いて、後天性免疫不全症候群に罹患している患者又はH　I　Vウイルスの

　　感染者に対して療養上必要な指導及び感染予防に関する指導を行った場

　　合に算定する。

（5）　特別食には、心臓疾患及び妊娠麟直血圧症1医註等の患者に対する

　　減塩食、十二指腸潰瘍の患者に対する潰瘍食、侵襲の大きな消化管手術

　　後の患者に対する潰瘍食、クローン病及び潰瘍性大腸炎等により腸管の

　　機能が低下している患者に対する低残渣食並びに高度肥満症（肥満度が

　　＋40％以上又はBMIが30以上）の患者に対する治療食を含む。編上

　　だし、高血圧症の患者に対する減塩食（塩分の総量が6g未満のものに限
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128

133

134

14　高度難聴指導管

　理料

BOO1－2　小児
科外来診療料

る。’

繍）及び小児食物アレルギー患者（食物アレルギー検査の結果（他

の保険医療機関から提供を受けた食物アレルギー検査の結果を含む。）、

食物アレルギーを持つことが明らかな9歳未満の小児に限る。）に対する

小児食物アレルギー食については、入院時食事療養（1）又は入院時生

活療養（1）の特別食加算の場合と異なり、特別食に含まれる。なお、

妊娠　血圧症　　の　　に　する減塩　は　日　　血圧学会　日　妊娠

血圧学会等の基’に準じていること。

（1）　高度難聴指導管理料は、区分番号「K328」人工内耳埋込術を行っ

　　た患者、伝音性難聴で両耳の聴力レベルが60d　B以上の場合、混合性難

　　聴又は感音性難聴の患者について、別に厚生労働大臣が定める施設基準

　　に適合しているものとして地方厚生∠文）＿局長嶺に届け出た保険医療機

　　関において、耳鼻咽喉科の常勤医師が耳鼻咽喉科学的検査の結果に基づ

　　き療養上必要な指導を行った場合に算定する。

（1）　小児科外来診療料は、地方厚生」図＿局長等に対し本診療料を算定す

　　る旨を届け出た保険医療機関における入院中の患者以外の患者であっ

　　て、3歳未満の全ての者を対象とする。《以下略》

（2）　～　 （10）　　《略》

（11）本診療料を算定する旨を届け出た保険医療機関の保険医が「特別養護

　　老人ホーム等における療養の給付霧欝の取扱いについて」（平成18

　　年3月31日保医発第0331002号）に定める「配置医師」であり、《以下

　　略》

第2部　在宅医療

173

176

177

C　O　O1　在宅患者

訪問診療料

C　O　O2　在宅時医

学総合管理料

C　O　O2－2　特定

　施設入居時等医学

　総合管理料

C　O　O3　在宅末期

　医療総合診療料

（2）　在宅での療養を行っている患者とは、保険医療機関、介護老人保健施

　　設で療養を行っている患者以外の患者をいうこと。

　　　ただし、「要介護被保険者等である患者について療養に要する費用の額

　　を算定できる場合」（平成20年厚生労働省告示第128号）、「特別養護老

　　人ホーム等における療養の給付難の取扱いについて」（平成18年

　　3月31日保医発第0331002号）等（以下「給付調整告示等」という。）

　　に規定する場合を除き、《以下略》

（4）　在宅時医学総合管理料又は特定施設入居時等医学総合管理料は、別に

　　厚生労働大臣の定める施設基準に適合しているものとして地方懸

　　翻厚生（支）局長に届け出た保険医療機関の保険医が、《以下略》

（1）在宅末期医療総合診療料は、別に厚生労働大臣の定める施設基準に適

　　合しているものして地方醸厚生（支）局長に届け出た保険医
　　療機関である在宅療養支援診療所又は在宅療養支援病院が、《以下略》

第3部　検査

231 D　O14　自己抗体

　検査

［231ページ左（下段）］

（欝旦）　　※番号の変更

［231ページ右（上段）］

灘1｝※番号の変更
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第4部　画像診断

266

266

E200　コンヒ。ユ

一夕ー断層撮影
　（CT撮影）

E202　磁気共鳴
　コンピューター断

層撮影（MRI撮
影）

（3）

）
）4
7

（
（

（8）

　「1」のC　T撮影の「イ」及び「ロ」は、別に厚生労働大臣が定める

施設基準に適合しているものとして地方麟務幽局長に
届け出た保険医療機関において、16列以上のマルチスライス型又は16

列未満のマルチスライス型のCT装置を使用して撮影を行った場合に限

りそれぞれ算定する。

　～　（6）　《略》

　「注4」に規定する冠動脈CT撮影加算は、別に厚生労働大臣が定め

る施設基準に適合しているものとして地方鱒腿局長
に届け出た保険医療機関において、64列以上のマルチスライス型のCT

装置を使用し、冠動脈を撮影した上で三珠元画像処理を行った場合に限

り算定する。

　《略》

（3）

）
）4
7

（
（

　「1」は、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものと

して地方　　　　　　　生　支　局長に届け出た保険医療機関において、

1．5テスラ以上のMR　I装置を使用して撮影を行った場合に限り算定す

る。

　～　（6）　《略》

　「注4」に規定する心臓MR　I撮影加算は、別に厚生労働大臣が定め

る施設基準に適合しているものとして、地方鱒腿）L局
長に届け出た保険医療機関において、1．5テスラ以上のMR　I装置を使用

して心臓又は冠動脈を描出した場合に限り算定する。

第9部　処置

340

359

J　O38
人工腎臓

J201
酸素加算

（3）

（4）

　（2）の場合一に該当し、「2」により算定
する場合にあっては、その理由を診療報酬明細書の摘要欄に記載する。

　～　（18）　《略》

（10）　離島等における特別の事情がある場合は、その理由を記載した書面を

　　地方　　　　　　　生　支）局長に届け出るものとする。

（11）　保険医療機関は、《中略》当該年の2月15日までに地方購

　　幽＿局長に届け出るものとする。ただし、《中略》随時（当該年度

　　内において算出した購入単価に30％を超える変動があった場合を好む。）

　　地方謝金傷，．、．薫夢厚生（支）局長に届け出るものとする。

（12）　地方難警難薦融遅麩）＿局においては、届出を受けた購入単価に

　　ついて、審査支払機関に対し通知するとともに、保険者に対し通知し、

　　情報提供を行うこと。

《以下略》

第10部　手術

398

399
K514－6　生体
　部分肺移植術

（3）　生体肺を移植する場合においては肺提供者から移植肺を摘出すること

　　に係るすべての療養上の費用を所定点数により算出し、《中略》具体的に

　　は、「入院時食事療養費に係る食事療養一
　　痙養の費用の額の算定に関する基準」（平成旬旦年薦厚生差動省告示第

　　幽499号）によって算定した費用額を10円で除して得た数と他の療養上

　　の費用に係る点数を合計した点数とする。《以下略》

第13部　病理診断

435 N　O　O　O　病理組織 （4）　当該標本作製をヘリコバクター・ピロリ感染診断を目的に行う場合の
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標本作製 保険診療上の取扱いについては、「ヘリコバクター・ピロリ感染の診断及

び治療に関する取扱いについて」（平成12年10月31日保険発第180号）

一欝に即して行うこと。
基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて

507 第4　経過措置等 　第2及び第3の規定にかかわらず、《中略》届出を行っている入院基本料等

の施設基準等の内容と異なる事情等が生じた場合は、変更の届出を行うこと。

　表1　《略》

　表2施設基準の改正により、平成22年3月31日において現に当該点数

　　を算定していた保険医療機関であっても、平成22年4月以降において当

　　該点数を算定するに当たり届出の必要なもの

　　繕平成22年10月1目以降、10対1入院基　料　引き　き　定

一）
棟の7対1及び10対1入院基本料を引き続き　定する　合に限る。）

《以下略》

別添2　入院基本料等の施設基準等

519

530

第2　病院の入院基

　本料等に関する施

　設基準

第5　入院基本料の

　届出に関する事項

4　入院患者の数及び看護要員の数等については下記のとおりとする。

　（1）　～　 （2）　　《略》

　（3）夜間における勤務（以下「夜勤」という。）については、次の点につ

　　　いて留意する。

　　　ア　～　イ　《略》

　　　ウ　特定入院料（小児入院医療管理料4、亜急性期入院医療管理料1

　　　又は2、特殊疾患入院医療管理料鵬一
　　　一）を算定している病棟に係る看護要員は、夜勤
　　　時間数の計算対象としないこと。

　エ　～　コ　《略》

《以下略》

1　病院の入院基本料の施設基準に係る届出は、別添7の様式5から11まで

を用いること。ただし、別添7の様式11については、一般病棟において、

感染症病床を有する場合に限熱る。なお、別添7の様式10から様式10

の3までについては、7対1入院基本料を届け出る場合に麟用い、

別派7の　式10、10の3及び10の4については、一般病　看　必要　：

価加　を届け出る　合に用いること。また、当該病棟に勤務する看護要員

の名簿については別添7の様式8を用いること。《以下略》

12から様式12の餐旦までを用いること。《以下略》

3　～　11　《略》

2　診療所の入院基本料の施設基準に係る届出は、別添7の様式5及び様式

別派3　入院基本料等加算の施設基準等

532 第1　総合入院体制

　加算

1　総合入院体制加算に関する施設基準等

　（1）　～　 （2）　　《略》
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541

550

559

560

第4の3
　急性期看護補助体

　制加算

第16の3　精神科身

　体合併症管理加算

第24　慢性期病棟等

　退院調整加算

第24の2　急性期病

　棟等退院調整加算

（3）24時間の救急医療提供として、以下のいずれかを満たしていること。

　　ア　　r救急医療対策事業実施要綱」（昭和52年7月6日　医発第692

　　　号）に定める第5「第2次救急医療体制」、第8「救命救急センター」、

　　　第g　r高度救命救急センター」又は蓼＿．、．，．．．．，，＿、、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、、，鱒lr産　の

　　　について　平成22　1月26日政発0126　1号の別派2「周

　　　産塑屋一総合周産期母子医療センターを
　　　設置している保険医療機関

　　イ　《略》

　（4）　～　 （9）　　《略》

2　《略》

4　届出に関する事項

　　急性期看護補助体制加算に関する施設基準に係る届出は別添7の様式

　8、様式9、様式10、様式10の3　様式13の2及び様式18の3を用いる
　こと。《以下略》

1　精神科身体合併症管理加算の施設基準

　（1）　《略》

　（2）　区分番号「A103」精神病棟入院基本料（10対1入院基本料、13

　　対1入院基本料及び15対1入院基本料に限る。）、区分番号「A104」

　　特定機能病院入院基本料（精神病棟である7対1入院基本料、10対1

　　入院基本料、13対1入院基本料及び15対1入院基本料に限る。）、区分

　　番号「A311」精神科救急入院料、区分番号「A311－2」精神
　　科急性期治療病棟入院料及び区分番号「A314」認知症治療病棟入

　　院料のいずれかを算定している病棟であること。

《以下略》

2　届出に関する事項

　墨山塞笠退院調整加算の施設基準に係る届出は、別添7の様式39を

用いて提出すること。

2　届出に関する事項

　繍巡塞篁退院調整加算の施設基準に係る届出は、別添7
の様式39を用いること。

別添4　特定入院料の施設基準等

574

575

第11回復期リハビ
　リテーション病棟

　入院料

3　注2に規定する重症患者回復病棟加算の施設基準

叢　直近6か月間に当」塑劃皇室退院した患者であって　入院時の判定で

　　重症であった嶺耀麺（第2部通則5に規定する入院期間が通算され

　　る再入院の患者を除く。）鱒欝のうち、3割以上の患者が退院時

　　において入院時と比較しエ日常生活機能評価が歪3点以上改善輔

　　捺していること。

4　～　5　《略》

顯6　届出に関する事項　※番号の変更
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576 第12亜急性期入院 3　亜急性期入院医療管理料2の施設基準

医療管理料 （1）　《略》

（2）　当該病室の病床数は、《中略》他の保険医療機関から転院してきた患

者の割合が1割以上である場合は、5割（一般病床の数が100床未満

の病院にあっては50床）以下であること当。

584 第19認知症治療病 1　認知症治療病棟入院料の施設基準等

585 棟入院料 （1）　～　（2）　《略》

（3）認知症治療病棟入院料1の施設基準

ア　当該保険医療機関内に、精神科医師及び認知症塗慶病棟に専従す

る作業療法士がそれぞれ1名以上勤務していること。

イ　～　カ　《略》

1

キ　認知症治療病棟入院医療を行うにふさわしいデイルーム等の共有　　　　　『

空間がある等高齢者の行動しやすい廊下を有していること。
ク　認知症治療病棟入院医療を行うにふさわしい、《以下略》　　　　一

（4）認知症治療病棟入院料2の施設基準

ア　《略》

イ　当該保険医療機関内に、精神科医師及び認知症治療病棟に専従す　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

る作業療法士がそれぞれ1名以上勤務している。ただし、認知症患

者の作業療法の経験を有する看護師が1人以上勤務する認知症治療
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一a棟にあっては、作業療法士が週1回以上当該病棟において患者の

作業療法についての評価を行う場合には、《以下略》

ウ　～　エ　《略》
オ認知症治療病棟入院医療を行うにふさわしい、《以下略》　　　　　一

（5）　《略》

2　届出に関する事項

認知症治療病棟入院料に係る施設基準の届出は、別添7の様式9、様式

一20及び様式56を用いること。《以下略》

別添5 短期滞在手術基本料の施設基準等

587 2　短期滞在手術基 （1）　当該保険医療機関が、病院にあっては7対1入院基本料、10対1入院

本料2に関する施 基本料、13対1入院基本料、15対1入院基本料、18対1入院基本料又は

設基準 20対1入院基本料のいずれかの基準を、有床診療所にあっては有床診療

所入院基本料1の基準を満たしていること。ただし、平成22年3月31

日現在において現に届出　行っている有　診療所については、（2）及び

（3）の施設基噸　満たしている罰に限り、当該基準を満たしているもの

盛《以下略》特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて

637 第4　経過措置等 第2及び第3の規定にかかわらず、《中略》該当する特掲診療料の施設基準

等の内容と異なる事情等が生じた場合は、変更の届出を行うこと。

表1　《略》

表2　施設基準の改正により、平成22年3月31日において現に当該点数

を算定していた　険　　　　及び保険薬局であっても、平成22年4月以

降において当該点数を算定するに当たり届出の必要なもの

歯科矯正診断

後発医薬品調剤体制加算1、2及び3
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《以下略》

別添1 特掲診療料の施設基準等

643 第7　ニコチン依存 1　ニコチン依存症管理料に関する施設基準

症管理料 （1）　～　（5）　《略》

（6）ニコチン依存症管理料を算定した患者のうち、喫煙を止めたものの

割合等を、別添2の様式8の2を用いて、地方厚生」堕）＿局長等に報

告していること。

《以下略》

651 第14在宅療養支援 1　在宅療養支援歯科診療所の施設基準

歯科診療所 （1）　～　（7）　《略》

（8）年に1回、歯科訪問診療の回数等を別添2の様式18の2を用いて、

地方厚生璽＿局長馨に報告していること。

《以下略》

670 第40脳血管疾患等 2　届出に関する事項

リハビリテーショ （1）　《略》

ン料（1） （2）　当該治療に従事する医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士の

氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・非専従、専任・非専任の別）

及び勤務時間を別添2の様式羅44の2を用いて提出すること。《以下

略》

675 第43運動器リハビ 2　届出に関する事項

リテ・一ション料
（1）運動器リハビリテーション料（甚皿）の施設基準に係る届出は、別　　　　　　　　　　　　　　　　　一

（皿） 添2の様式42を用いること。

《以下略》

687 第57の6　皮膚悪性 2　届出に関する事項

腫瘍切除術（悪性 （1）皮膚悪性腫瘍切除術（悪　黒色腫センチネルリンパ節加　　　定す

黒色腫センチネル る　合に　る　の施設基準に係る届出は、別添2の様式50の3を用

リンパ節加算を算 いること。

定する場合に限 《以下略》

る。）

689 第59の2　頭蓋骨形 2　届出に関する事項

成手術（骨移動を （1）鑛術頭蓋骨形成手術（骨移動を伴うものに限る。に係る届出は、

伴うものに限る。） 別添2の様式52及び様式54を用いること。

《以下略》

690 第61の2　上顎骨形 2　届出に関する事項

成術（骨移動を伴 （1）難欝上　　形成術　骨　動を伴う　合に限る。）、下　　形成術

う場合に限る。）、 （骨移動を伴う場合に限る。）に係る届出は、別添2の様式52及び様

下顎骨形成術（骨 式56を用いること。

移動を伴う場合に 《以下略》

限る。）

698 第76の2　腹腔鏡下 2　届出に関する事項

小切開副腎摘出術 （1）当麟腹腔　下小切開副腎　出術の施設基準に係る届出は、別添

2の様式52及び様式68を用いること。

《以下略》

700 第77の6　焦点式高 2　届出に関する事項

エネルギー超音波 （1）讐嚇焦点式　エネルギー超底波　法の施設基準に係る届出は、
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701

702

709

療法

第79　医科点数表第

　2章第10部手術の

　通則の5及び6
　（歯科点数表第2

　章第9部手術の通

　則4を含む。）に掲

　げる手術

第84の3　テレパソ

　ロジーによる術中

　迅速細胞診

　別添2の様式52及び様式70を用いること。
《以下略》

3　当該手術について、以下の区分ごとに前年（1月～12月）の手術件数を

院内掲示すること。

　（1）　区分1に分類される手術

　　　ア　～　ウ　《略》

　　工　肺悪性腫瘍手術等（肺悪性腫瘍手術、胸腔鏡下肺悪性腫瘍手術、

　　　肺切除術、胸壁悪性腫瘍摘出術、醸膿胸膜、胸膜胼胝切除術（通常

　　　のものと胸腔鏡下のもの）、胸膜外肺讐剥皮術、胸腔鏡下膿胸腔掻爬

　　　術、膿胸腔有茎筋肉弁充填術、胸郭形成手術（膿胸手術の場合）及

　　　び気管支形成手術をいう。）

　　　オ　《略》

　（2）　区分2に分類される手術

　　　ア　～　オ　《略》

　　　力　肝切除術等（肝切除術、膵体尾部腫瘍切除術、膵頭部腫瘍切除術、

　　　骨盤内臓全摘術、胆管悪性腫瘍手術、肝門部胆管悪性腫瘍手術及び

　　　　副腎悪性腫瘍手術をいう。）

　　　キ　《略》

　（3）　区分3に分類される手術

　　　ア　～　オ　《略》

　　　力　食道切除再建術等（食道切除再建術、食道腫瘍摘出術（開胸又は

　　　　開腹手術によるもの、腹腔鏡下、縦隔鏡下又は胸腔鏡下によるもの）、

　　　食道悪性腫瘍手術（単に切除のみのもの）、食道悪性腫瘍手術（消化

　　　　管再建手術を併施するもの）、食道切除後2次的再建術、食道裂孔へ

　　　ルニア手術及び腹腔鏡下食道裂孔ヘルニア手術をいう。）

　　　《以下略》

2　届出に関する事項
　　テレパソロジーによる術中迅速一『…一一『｝『

る届出は、別添2の様式80醒を用いること。

胞診の施設基準に係

関連省令・告示・通知

717 医療費の内容の分か

る領収証及び個別の

診療報酬の算定項目

の分かる明細書の交

付について

［ページ左（下段）］

5　明細書については、《中略》

　　さらに、明細書の発行が義務付けられた保険医療機関及び保険薬局にお

　いて、無償で発行する領収煮延に個別の診療報酬点数の算定項目が分か

　　る明細が記載されている場合には、《以下略》

様式集

774 （別紙様式2） ［ページ右（上段）］

《中略》

医療区分・AD　L区分に係る評価票

患者の状態像評価

【留意事項】

　《略》

1．病院の場合

医療区分の評価

　　▼

AD　L区分の評価

　　　▼ 1　2　3　4　5
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776 （別紙様式4）

A

B

C

D

E

F

G

H

1

医療区
　分3

医療区
　分3

医療区
　分3

医療区
　分2

医療区
　分2

医療区
　分2

医療区
　分1

医療区
　分1

医療区
　分1

医療区分3の該当
項目数が1以上

医療区分3の該当
項目数が1以上

医療区分3の該当
項目数が1以上
医療区分3の該当項目

数が0で医療区分2の
該当項目数が1以上

医療区分3の該当項目
数が0で医療区分2の
該当項目数が1以上

医療区分3の該当項目

数が0で医療区分2の
該当項目数が1以上

医　区分評　3・2
いずれの該当項目数
も0
医　区分評価3・2
いずれの該当項目数
も0
医　区分評価3・2
いずれの該当項目数
も0

A　D　L

区分3

A　D　L

区分2

A　D　L

区分1

A　D　L

区分3

A　D　L

区分2

A　D　L

区分1

A　D　L

区分3

A　D　L

区分2

A　D　L

区分1

AD　L得点

23～24
AD　L得点

11～22
AD　L得点

0～纂10
AD　L得点

23～24
AD　L得点

11～22
AD　L得点
。～鱗⊥旦

AD　L得点

23～24
AD　L得点

11～22
AD　L得点

0～碁⊥旦

□□□□□

□□□□□

□□□□□

□□□□□

□□□□□

□□□□□

□□□□□

□□□□□

□□□□□

※　《略》

2．診療所の場合

医療区分の評価

　　　▼

AD　L区分の評価

　　　▼ 1　2　3　4　5

A
医療区

@分3
医療区分3の該当

�目数が1以上

AD　L
謨ｪ3～1 ADL得点
O～24

□□□□□

AD　L
謨ｪ3～2 ADL得点
P1～24

□□□□□
B
　
　
　
C

医療区

@分2

医療区分3の該当

�目数が0で医療
謨ｪ2の該当項目

狽ｪ1以上
ADL謨
ｪ
　
1

ADL得点
O～簗10　　　一

□□□□□

D
AD　L謨
ｪ
　
3

ADL得点
Q3～24

□□□□□

E

医療区

@分1

医療区分評価3・

Qいずれの該当項

ﾚ数も0
AD　L
謨ｪ2～1 ADL得点
O～22

□□□□□

　
　
　
　

略
～
平

《

ー
ア
ウ

※
注
～　イ　《略》

平成20年3月31日において現に 殊疾患入院医療管理料を する

室に入院している患者のうち、脊髄 等の重　障害者、重　の意

障害者 ジストロフィー患　、 患者等

工 平成20年3月31日において現に特殊疾患療　病棟入院　1を算定す

る に入院している患者のうち、脊髄 の重　障害者、重　の意

注2
　ア　～　イ　《略》

　ウ　平成20年3月31日において現に特殊疾患療養病棟入院料2を算定す

　　る病棟に入院している患者のうち、重慶一L篁一重度
　　劃脊髄損傷等の重度障害者、重度の意識障害者、筋ジストロフ

　　ィー患者欝型難病患者等麹（別表第五の二の患者は除く。）

《以下略》

　　　　　　、筋ジストロフィー患者、難病患者等　　　　害

［ページ左（下段）］
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児童・思春期精神医療入院診療計画書

《中略》

　n．入院時の状況

入院年月日 平成　年　月　日　（曜日） 入院

`態

□任意入院　□医療保護入院

｠措置入院　□その他

主
訴
患者

家族（　・　・その他　　）：

症状　および　問題行動：

A．行　　動：a．動　き：□多動　□　動　ロ常同症　ロ　　症　□　　な動作（）
@　　　　　　b．表　情：ロ不安・　・心　　ロ　うつ　□　り・　意　ロ無表情　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

@　　　　　　c．話し方：□　　　　□不明　　ロ　　　ロ

@　　　　　　d．その他：□　　障害　ロ食行動　常　□排泄障害　□習　　常

B．情　　　　□不安定　□無感情　□　り・　意　□不安・　・心　ロ高　　□　う　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

@　　　　　　っ気分　□感情の不　和

C．対人関係：□　きこもり　□自己中心的　□他　的　ロ　感性

D．知的機能：□注意　　□　　　局　ロ記　障害　□知的障害　□学習（能力）障害

E．意　　識：□見当職障害　ロ意識障害

F．意　　　　□消　性　□意　　退　口無　　□意

G．行　　　　□自傷　□他害・　行　口　み　ロ器物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

H．知　　　　ロ　　　ロ

1．思　　考：□心気症
一病的な

z（

　ロ　　・行　□　　症　□自　　　・自　　　□人体　　□

z　□作　体　ロ　業　想　□　害・関係　想　□その他の

j□連合障害

J．その他：□病識　　□不　　　□計画的な行動がとれない　□　動コン　一　の

@　　　　　□主体性の未確立

体的な事柄：

（※）担当者名

主治医 看護師 精神保健福祉士
床心理技術者一

その他

［ページ右（上段）］

皿．治療計画

予定治療期間（　週間／月）

本人の

家族の

目標の設定

基本方

治療と検査：

A．治療：

　精神療法：

　　ロ　人精神療法：　回／週　□　　精神療法：

　　　回／週

　　□認知行動療法：　回／週　□生活療法　回／週

　薬物療法：

　　□　精神病薬　ロ　うつ薬　□　　薬　□　不
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同意事項：

｠検査　　　　□診断の確定
｠薬物療法の　整　ロ精神症状　　一

@の改善

｠問題行動の改善　□生活リズ

@ムの改善

｠家族関係の　整　ロ主体性の

@確立

｠社会復帰

高ｻの他（　　　　　　）

　　　安薬

@　□　てんかん薬　□　　導入剤

@　□　その他（　　　　　　　　　　　　）

a．検査：

揄ｻ学検査：

@　□血液検査　□心電　　□脳　　口X　　　　　　　　一

@　□CT（MR　I）検査　□その他（　　　）
@心理検査一

@　□知能検査（　　　　　　　　　　　　）

@　□性格検査（　　　　　　　　　　　　）

行動制　：□なし　□あり（電話、面会、外出、外　、その他　　）

ﾞ院後　　ロ家庭内　応　□復学　ロ就　　□　エエ　ロ地

ﾌ目標：　□その他（

室・　室使用：□な

ｵ　口あり

�ﾆ所　□施設入所

@　　　　）

IV．家族へのアプ　　　　　　　一

ｦ記載欄　《略》

D学　・教育へのアプ

　一

@　　一
入院中の教育的

@□院内学　・院内分　への通（学）

@□地元（原）への通学　ロ訪問学

@ロ通　教育　□その他（　　）

学　への　体的アプ　一　　　　　　　一

@　　　保護者の同意

｠担任　□養護教

｠現状での問題点（

｠今後の方性（

　　　　日本人の同意　□

｠生指導担当　ロその他（）

@　　　　　　　　　　）

@　　　　　　　　　　）

上記説明を受けました。平成　年　月　日　本人サ∠ン　　　　保護者サェン

@　（注）内容は、現時点で考えられるものであり、今後の状態の変化等に応じて変わり

@　　　得るものである。

@　（　　・思　期精神医療入院治療計画書記載上の注意）

@　1．　入院の　い時期に、医師、看護師、精神保健福祉士、　床心理技術者などの関

@　　係者が　力し、治療計画を決めること。

s以下略》

783 （別紙様式13） ※様式の追加

@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

諟�V人保健施設　　　　　　　殿
@　　　　　　　　　　　　　　　　　　医療機関名　　　　し

@　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所

@　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　　　話

@　　　　　　　　　　　　　　　　　　（FAX．）

@　　　　　　　　　　　　　　　　　　医師氏名　　　　　　　　㊥

患
者
氏　　名 男・女

生年月日 明・大・昭　　　　　年　　月　　日生　　（　歳）

病　　　名
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784 （別紙様式16）

現 症

所見及び診断

今後の診療に関する情報

※様式の追加

訪　問　看　護　指　示　書

在宅患者訪問点滴注射指示書

　　　　　　　　　　　※該当する指示書を○で囲むこと

　訪問看護指示期間（平成　年　月　日　～　年　月　日）

　点滴注射指示期間（平成　年　月　目　～　年　月　日）

患者氏名

患者住所

生年月日 明・大・昭・平 年　月　日

　（　　歳）

電話（ ）

主たる傷病名

現
在
の
状
況
（
該
当
項
目
に
○
等
）

病状・治療

状　　　態

投与中の薬
剤の用量・

用法

日常生活

自立度

（1） （2） （3）

1
3
5

2
4
6

寝たきり度

認知症の状況

要介護認定の状況
褥　　瘡　　の　　深　　さ

JI　J2AI　A2BI　B2CI　C2
1　皿anb皿a皿bIVM
要支援　　要介護（　1　2　3　4　5　）

NPUAP分類　皿度　IV度　DESIGN分類　D3D4D5

装着・使用

医療機器等

1．自動腹膜灌流装置2．透析液供給装置3．酸素療法（　1／min）

4．吸引器　　　5．中心静脈栄養　　6．輸液ポンプ

7．経管栄養（経鼻・胃瘻：サイズ　　　、　　　日に1回交換）

8．留置カテーテル（サイズ　　　　　　、　　　目に1回交換）

9．人工呼吸器　　（陽圧式・陰圧式：設定　　　　　　　　　　）

10．気管カニューレ（サイズ　　）　11．ドレーン　（部位：　）

12．人工肛門　　　13．人工膀胱　　　　14．その他（　　　）

留意事項及び指示事項

1　療養生活指導上の留意事項

1
2
3
4

皿 リハビリテーション

褥瘡の処置等

装着・使用医療機器等の操作援助・管理

その他

在宅患者訪問点滴注射に関する指示（投与薬剤・投与量・投与方法）

緊急時の連絡先

不在時の対応法

特記すべき留意事項（注：薬の相互作用・副作刷こついての留意点、薬物アレルギーの既往等があれば記載して下さ嚇

他の訪問看護ステーションヘの指示
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796

837

838

850

別紙2

別添7

様式12

（無　有：指定訪問看護ステーション名 ）

上記のとおり、指示いたします。

指定訪問看護ステーション

医療機関名

住　　　所

電　　　話

（FAX．）

医師氏名

平成　年　月　日

殿

印

［ページ右（上段）］

　　　　　　　　　　　　　　　　入院診療計画書

※記載欄欄外「注」

　　　行った患者について、評価結果を記載すること。

［ページ右（上段）］

1～4　《略》

施設基

�通知
名称

今回

ﾍ出
既届出

算定

ｵな

｢
様式（別添7）

第1 夜間・早朝等加算 □ □　年　月 口 様式1

ぺ中略》

5 有床診療所入院基本料 □ □　年　月 □

様式5、12～12　　一

ﾌ6
5 有床診療所療養病床入院基本料 □ □　年　月 □

ぺ中略》

11 療養病棟療養響謹璽遮加算3 口 □　年　月 □ 様式24、24の2

11 療養病棟療養醐璽堕加算4 □ □　年　月 □

ぺ中略》

20　感染防止対策加算　　　　　　　　　　□　　□　年　月　　□　　様式335の2

ぺ中略》

7 新生児治療回復室入院医療管理料 □ □　年　月 □
様式20、齢2
ﾌ2、45の2

＜以下略》

※様式21、57は欠番

［ページ左（下段）］

　　　　　　　有床診療所入院基本料及び有床診療所療養病床

　　　　　　　　入院基本料の施設基準に係る届出書添付書類

病
床
数
及
び

入
院
恵
者
数

看
護
要
員
数

総　　数

内
訳

一般病床

療養病床

総　　数

区分 病床数

床

床

床

看護師・准看護師

入院患者に

対する勤務

名

入院患者以

外との兼務

名

入院患者数

届出時

名

名

名

1日平均

入院患者数

名

名

名

看護補助者

入院患者に

対する勤務

名

入院患者以

外との兼務

名

備　　考

1日平均入院

患者数算出期間

年　月　日

　　～
年　月　日
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一般病床 名 名
内
1
訳
療養病床 名 名 名 名

上記以外の勤務 名 名

時　間　帯　区　分　勤　務形　態
i該当するものにO印）

i時間帯を記入）

　　当直制　　　・　　交代制　　　・　　その他

i　　～　　　）　（　　～　　　）（　　～　　　）

有床診療所入院基本料

ﾌ夜間緊急体制確保加

Zに係る夜間の緊急体

ｧ確保の実施の有無

（　有　　　・　無　　　）

［記載上の注意］

s略》

851 様式12の4 ［ページ右（上段）］

@　　　　　　　　有床診療所入院基本料の医師配置加算の

@　　　　　　　　施設基準に係る届出書添付書類

P　医師配置加算1に係る事項

@　次の該当する項目に○をつけること。

在宅療養支援診療所であって、過去1年間に訪問診療を実施した実績がある。

全身麻酔、脊椎麻酔又は硬膜外麻酔（手術を実施した場合に限る。）の患者数が年

ﾔ30例以上である。

救急病院等を定める省令に基づき認定された救急診療所である。

「救急医療対策の整備事業について」に規定された在宅当番医制又は病院群輪番制

ﾉ参加している。

区分番号B　O　O1のr22」に掲げるがん性疼痛緩和指導管理料を算定している。

夜間看護配置加算1又は2を算定して礪おり、夜間の診療応需体制を確保してい

驕B

2　医師の名簿（2名以上）

s以下略》

852 様式12の6 ［ページ右（上段）］

@　　　　　有床診療所一般病床初期加算及び救急・在宅等支援

@　　　　　療養病床初期加算の施設基準に係る届出書添付書類

P　有床診療所入院基本料を算定する診療所に係る事項

@　次の該当する項目に○をつけること。

在宅療養支援診療所であって、過去1年間に訪問診療を実施した実績がある。

全身麻酔、脊椎麻酔又は硬膜外麻酔（手術を実施した場合に限る。）の患者数が年

ﾔ30例以上である。

救急病院等を定める省令に基づき認定された救急診療所である。

「救急医療対策の整備事業について」に規定された在宅当番医制又は病院群輪番制

ﾉ参加している。

区分番号B　O　O1の「22」に掲げるがん性疼痛緩和指導管理料を算定している。

夜間看護配置加算1又は2を算定して灘おり、夜間の診療応需体制を確保してい

驕B
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2　有床診療所療養病床入院基本料を算定する診療所に係る事項

s以下略》

892 ［ページ右（上段）］

P～4　《略》

　設基

�通知
名称

今回

ﾍ出
既届出

算定

ｵな
｢
様式（別添7）

1 ウイルス疾患指導料 □ □　年　月 □ 1．4

別添2

@　　　　　　　　　し

@　　　　　　　　　1

@　　　　　　　　　；

ぺ中略》

14の2 在宅療養支援病院 口 □　年　月 □ 11の2

14の3 宅患　　　治療　合　療　理 □ □　年　月 □ 17

15 在宅時医学総合管理料及び特定施設

�庶椏刪繩w総合管理料
□ □　年　月 □ 19

て中略》

22の2 埋込型心電図検査 口 ロ　年　月 口 24の2←‘

22の3 胎児心エコー法 □ ロ　年　月 □ 24の3、4
＜中略》

　　　制押　　ゴ■　　肥”
W5　　　　　クラウン・ブリッジ維持管理料　　□　　□　年　月　　□　　　　　81

＜以下略》

※　式16は欠

935 様式43の2 ［ページ右（上段）］

当該療法を行うための機械・器具の一覧

［記載上の注意］

P　《略》

Q　経験を有する専任の医師について、①リハビリテーションに関する経験についてわ

@かる書類嬢がん患者のリハビリテーションについて研修を終了していることがわか

@る書類を添付すること。

R　《略》

一15一



2．平成22年3月26目付　厚生労働省保険局医療課事務連絡による正誤

ページ 項　目 正　　誤

第1章 基本診療料第

第2部 入院料等

52 ＜通則＞ 5　入院中の患者の他医療機関への受診

53 （1）　《略》

（2）入院中の患者（D　PC　定　　に入院している患者を除く。）に対し

他医療機関での診療が必要となり、《以下略》

（3）　～　（6）　て略》

（7）　入　　の患　　DPC　　　　に入　している患　であって「診療

の　　方法により入院　　　定する患　に　る。に対し　医療

機　での診　が必　となり　当　入　　の患　が他医療機関　受齢し

た　合　当該入院医療　　にて　　　一うことができない専門的な診

が必要となった　合　のやむを4ない　合に限る　の他医療　関に

おいて　施された診療にかかる　用は、入院医療機　の保険医が　施

した診療の　用と同　の取扱いとし　入院医療機関において　定する

こと。なお、この　合の医療機関間での診療　酬の分配は、相互の合

議に委ねるものとする

58 A100　一般病 （6）本文　《略》
棟入院基本料 表　《略》

※1　～　※3　《略》

※4　基本診療料の施設基準等別表第四第十二号に規定する「前各号に掲げ

る状態に準ずる状態にある患者」は、基本診療料の施設基準等別表第四

第一号から第十一号の各号に掲げる状態に該当しない一般病棟入院基本

料を　定する病棟に入院している患者であって、《以下略》

69 A206　在宅患 （1）在宅での療養を行っている患者の病状の急変等により入院が必要とな
者緊急入院診療 つた場合に、円滑に入院でき、かつ入院を受け入れた保険医療機関（以

加算 下この項において「受入保険医療機関」という。）においても患者の意向
一

を踏まえた医療が引き続き提供されるための取組を評価した加算であ
る。

《以下略》．

74 A226－2　緩 （2）緩和ケアチームは、身体症状及び精神症状の緩和を提供することが必
和ケア診療加算 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　耳vである。緩和ケアチームの医師は緩和ケアに関する研修を終埜了した

上で診療に当たること。《以下略》

75 A230　精神病 精神病棟においては、ご @　　　　㎜総合入院　制加算は算定できず、精

76 棟入院時医学管 神病棟入院時医学管理加算のみを算定する。　　　　　　　　　　　・

理加算

97 A311　精神科 （7）　r注3」に規定する抗精神病薬とは、アリピプラゾール、オキシペル
救急入院料 チン、オランザピン、カルピプラミン塩酸塩水和物　カルピプラミンマ

レイン酸塩、《以下略》

第2章 特掲診療料

第1部 医学管理等

143 B　O　O5－2 （6）地域連携診療計画退院時指導料（1）の「注婆旦」に掲げる地域連携

地域連携診療計 診療計画退院計画加算は、2段階目の保険医療機関及び3段階目の保険

画管理料 医療機関等を含んだ診療計画に基づき患者の同意を得て、当該保険医療
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149

B　O　O5－3

　地域連携診療計

　画退院時指導料

　（1）

BOO5－3－2
　地域連携診療計

　画退院時指導料

　（皿）

B　O　O9　診療情

　報提供料（1）

　機関の退院後、3段階目の保険医療機関等で行われるべき診療等の計画

　を作成するとともに、患者、家族に説明し、3段階目の保険医療機関等

　と適切に情報共有を行うことについて評価したものである。

《以下略》

（9）下記のア、イの場合については、患者1人につき月1回に限り、所定

　　点数を算定する。また、いずれの場合も診療情報の提供に当たって交付

　　した文書の写しを診療録に添付する。

　　ア　区分番号「C　O　O1」在宅患者訪問診療料を算定すべき訪問診療を

　　　行っている保険医療機関が、患者の同意を得て、診療の日から2週間

　　　以内に、当該患者に対して継続して区分番号「C　O　O5」在宅患者訪

　　　問看護・指導料又は区分番号「C　O　O5－1－2」麟蕎
　　響同一建物居住者訪問看護・指導料を算定すべき看護若しくは指導又

　　　は区分番号rC　O　O6」在宅患者訪問リハビリテーション指導管理料

　　　を算定すべき指導管理を行っている別の保険医療機関に対して、診療

　　　日、診療内容、患者の病状、日常生活動作能力等の診療情報を示す文

　　　書を添えて、当該患者に係る療養上必要な情報を提供した場合

　　イ　区分番号「C　O　O5」在宅患者訪問看護・指導料又は区分番号「C

　　　O　O5－1－2」一往宣訪問看護・指導
　　　料を算定すべき看護若しくは指導又は区分番号「C　O　O6」在宅患者

　　　訪問リハビリテーション指導管理料を算定すべき指導管理を行ってい

　　　る保険医療機関が、患者の同意を得て、診療の日から2週間以内に、

　　　別の保険医療機関に対して、病歴、診療内容、患者の病状等の診療状

　　　況を示す文書を添えて、当該患者に係る療養上必要な情報を提供した

　　　場合

《以下略》

第2部在宅医療
176

177

C　O　O2　在宅時

　医学総合管理料

C　O　O2－2

　特定施設入居時

　等医学総合管理

料

（3）　特定施設入居時等医学総合管理料の対象患者は、医師又は看護師の配

　　置が義務づけられている施設において療養を行っている次に掲げる特定

　　施設入居者等である患者であって、通院困難な者である。なお、特定施

　　設入居時等医学総合管理料の算定の対象となる患者は、給付調整告示等

　　の規定によるものとする。

　　ア　次に掲げるいずれかの施設において療養を行っている患者

　　　（イ）　養護老人ホーム（（二）に規定する施設を除く。）

　　　（ロ）　軽費老人ホームG．、

「軽　老人ホームの設　及び運営に　する基舟　平成20 生

働省A　107号附則　2条　1号に　する　老人ホームA型
　　　　に限り、（二）に規定する施設を除く。）

　　　（ハ）　～　（二）　《略》

　　イ　《略》

（4）　～　（18）　《略》
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（19）別に厚生労働大臣が定める状態等のうち、特掲診療料の施設基準等別

表第三の一の二第三号に掲げる「高度な指導管理を必要とするもの」と

は、別表第三の一の二第二号の簗皿に掲げる指導管理を2つ以上行っ

ているものをいう。

《以下略》

第3部 検査

232 D　O15　血漿蛋 ［ページ左（下段）］

白免疫学的検査 （9）　「19』の頸管膣分泌液中癌胎児性フィブロネクチン及び区分番号「⊇．

007」血液化学検査の「34」の膣分泌液中インスリン様成長因子結合

蛋白1型（IGFBP－1）を併せて実施した場合は、主たるもののみ
算定する。

《以下略》

238 D215　超音波 ［ページ左（下段）］

検査
（10）　r3」の「響二」胎児心エコー法は、《以下略》　　　　　　　　r　　r　一

※漢字からカタカナへ修正

第7部 リハビリテーション

303 H　O　O7－2 （2）がん患者リハビリテーションは、対象となる患者に対して、医師の指

がん患者リハビ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝　　・｝ｱ監督の下、がん患者リハビリテーションに関する適切な研修を終埜了

リテーション料 した理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が個別に20分以上のリハビ

リテーションを行った場合を1単位として、1目につき6単位に限り算

定する。また、専任の医師が、直接訓練を実施した場合にあっても、理

学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が粟施した場合と同様に算定でき

る。

《以下略》

第8部 精神科専門療法

319 1013　持続性 （2）持続性抗精神病注射薬剤とは、ハロペリドールデカン酸エステル、“フ

抗精神病注射薬 ルフェナジンデカン酸エステル及びリスペリドンをいう。

剤治療指導管理

ｿ
《以下略》

第9部 処置

340 J　O38 （7）　区分番号「C102」在宅自己腹膜灌流指導管理料を算定している患

人工腎臓 者に対して行った場合には、区分番号r　J　O42」腹膜灌流のr1連続

携行式腹膜購壷流」の実施回数と併せて週1回を限度として算定できる。

《以下略》

346 J　O42 （2）　区分番号「C102」に掲げる在宅自己腹膜灌流指導管理料を算定す

腹膜灌流 る患者に対して「1連続携行式腹膜灘墨流」を行った場合には、区分番

号r　J　O38」人工腎臓の実施回数と併せて週1回を限度として算定で

きる。《以下略》

353 J102　上顎洞 区分番号rD406顛」上顎洞穿刺と同一日に算定することはできない。

穿刺

第10部 手術

389 ＜通則＞ ［ページ左（下段）］

390 16　同一手術野又は同一病巣における算定方法

（1）　　～　　（2）　　《略》

（3）　同一手術野又は同一病巣であっても、r複数手術に係る費用の特例（平
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る手術の所定点数に、従たる手術（1つに限る。）の所定点数の100分の

50に相当する額を加えた点数により算定する。なお、具体的な取扱いにっ

いては、別途通知する。

（4）指に係る同一手術野の範囲

指に係る同一手術野の範囲と算定方法については次の通りである。

ア　《略》

イ　デブリードマンその他（イ）、（ロ）及び（ハ）に該当しない手術に

ついては、第1指から第5指までを同一手術野として取り扱い、当該

手術のうち2以上の手術を複数指に行った場合には、「通則14」にお
　　　　　　　　　　　　　r・『　㌔　　置ｯる「別に厚生労働大臣が定め鷺匝場合」に該当する場合を除き、主

たる手術の所定点数のみを算定する。

ウ　《略》

工　第1指から第5指までを別の手術野として取り扱う手術（同一指内

の骨及び関節を別の手術野として取り扱う手術を含む。）と、第1指か

ら第5指までを同一手術野として取り扱う手術を同時に行った場合に

あっては、それぞれの手術が別々の指に対して行われたものであって

も、「通則14」における「別に厚生労働大臣が定め鍵亙場合」に該当

する場合を除き、主たる手術の所定点数のみを算定する。

ただし、第1指から第5指までを別の手術野として取り扱う手術（同

一指内の骨及び磁採塑を別の手術野として取り扱う手術を含む。）を

複数指に対し行った場合に、それぞれの点数を合算した点数が、同一

手術野として取り扱う手術の点数よりも高くなる場合にあっては、い

ずれかにより算定する。

《以下略》

392 K　O14　皮膚移 ［ページ右（上段）］

植術（生体・培養） （3）皮膚移植を行った保険医療機関と皮膚移植に用いる移植用皮膚を採取

した保険医療機関とが異なる場合の診療報酬の請求については、皮膚移

植を行った保険医療機関で行うものとし、当該診療報酬の分配は相互の

合議に委ねる。なお、請求に当たっては、皮膚移植者の診療報酬明細書
　　　　　　　　　　鮮｝一～■「脚耐蝕難11燗伸’」罵ﾌ摘要欄に皮膚提供者の纏療養上の費用に係る合計点数を併せて

記載するとともに、皮膚提供者の療養に係る所定点数を記載した診療報

酬明細書を添付すること。

《以下略》

393 K　O55－3　大 ［ページ右（上段）］

腿骨近位部（転子 大腿骨近位部（転子間を含む。）骨切り術とは、イムホイザー3次元骨切り

間を含む。）骨切 術、ダン骨切り術、外反伸展骨切り術、外反屈曲骨切り術、転子聞書璽曲骨

り術 切り術、パウエル外内反骨切り術等をいう。

395 K151－2　広 ［ページ左（下段）］

範囲頭蓋底腫瘍 広範囲頭蓋底腫瘍切除・再建術は、次のような手術を行った場合に算定す

切除・再建術 る。

ア　《略》

イ　海綿静脈洞に及ぶ腫瘍に対する海綿静脈洞の解開放を伴う腫瘍切除及

び再建術

ウ　《略》
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工　頸静脈孔周辺部腫瘍に対するS状静脈洞露出を伴う頸静脈孔辞盟放術

による腫瘍摘出及び再建術

398 K514－5　移 ［ページ右（上段）］

植用部分肺採取 肺移植を行った保険医療機関と肺移植に用いる健肺を採取した保険医療機

術（生体） 関とが異なる場合の診療報酬の請求は、肺移植を行った保険医療機関で行い、

診療報酬の分配は相互の合議に委ねる。なお、請求に当たっては、肺移植者

の診療報酬明細書の摘要欄に肺提供者の勲療養上の費用に係る合計点

数を併せて記載するとともに、肺提供者の療養に係る所定点数を記載した診

療報酬明細書を添付すること。

399 K514－6　生 ［ページ左（下段）］

体部分肺移植術 （5）肺移植を行った保険医療機関と肺移植に用いる健肺を摘出した保険医

療機関とが異なる場合の診療報酬の請求は、肺移植を行った保険医療機

関で行い、診療報酬の分配は相互の合議に委ねる。なお、請求に当たっ

ては、肺移植者の診療報酬明細書の摘要欄に肺提供者の畷療養上

の費用に係る合計点数を併せて記載するとともに、肺提供者の療養に係

る所定点数を記載した診療報酬明細書を添付すること。

403 K610－2　脳 ［ページ左（下段）］

新生血管造成術 脳新生血管造成術は、瑠もやもや病に対して、浅側頭動脈及び側頭

筋を硬膜に縫合することにより新生血管の造成を図った場合に算定する。

405 K697－5　生 ［ページ右（上段）］

体部分肝移植術 （5）請求に当たっては、肝移植者の診療報酬明細書の摘要欄に肝提供者の

㈱療養上の費用に係る合計点数を併せて記載するとともに、肝提

供者の療養に係る所定点数を記載した診療報酬明細書を添付する。

407 K779　移植用 ［ページ右（上段）］

腎採取術（生体） 腎移植を行った保険医療機関と腎移植に用いる健腎を採取した保険医療機

関とが異なる場合の診療報酬の請求は、腎移植を行った保険医療機関で行い、

診療報酬の分配は相互の合議に委ねる。なお、請求に当たっては、腎移植者

の診療報酬明細書の摘要欄に腎提供者の繍療養上の費用に係る合計点

数を併せて記載するとともに、腎提供者の療養に係る所定点数を記載した診

療報酬明細書を添付すること。

407 K779－3　腹 ［ページ右（上段）］

408 腔鏡下移植用腎 腎移植を行った保険医療機関と腎移植に用いる健腎を採取した保険医療機

採取術（生体） 関とが異なる場合の診療報酬の請求は、腎移植を行った保険医療機関で行い、

診療報酬の分配は相互の合議に委ねる。なお、請求に当たっては、腎移植者

の診療報酬明細書の摘要欄に腎提供者の纏療養上の費用に係る合計点

数を併せて記載するとともに、腎提供者の療養に係る所定点数を記載した診

療報酬明細書を添付すること。

408 K780－2　生 ［ページ左（下段）］

体腎移植術 （5）腎移植を行った保険医療機関と腎移植に用いる健腎を摘出した保険医

療機関とが異なる場合の診療報酬の請求は、腎移植を行った保険医療機

関で行い、診療報酬の分配は相互の合議に委ねる。なお、請求に当たっ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■吊伽r『醐『吊、冊『r一塊　　丁航軋琶甥ﾄは、腎移植者の診療報酬明細書の摘要欄に腎提供者の蝿療養上

の費用に係る合計点数を併せて記載するとともに、腎提供者の療養に係

る所定点数を記載した診療報酬明細書を添付すること。

411 K922　造血幹 ［ページ左（下段）］
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細胞移植 （6）同種整撞の請求に当たっては、造血幹細胞移植者の診療報酬明細書の

摘要欄に造血幹細胞提供者の環礁鰹療養上の費用に係る合計点数を併

せて記載するとともに、造血幹細胞提供者の療養に係る所定点数を記載

した診療報酬明細書を添付する。

（7）造血幹細胞採取（　血　　　　く　を行う医師を派遣した場合にお

ける医師の派遣に要した費用及び採取した造血幹細胞を搬送した場合に

おける搬送に要した費用については療養費として支給し、それらの額は

移送費の算定方法により算定する。

（8）　《略》

（9）造血幹細胞採取　　　血　　　　く。を行った医療機関と造血幹細胞

移植を行った保険医療機関とが異なる場合の診療報酬の請求は、造血幹

細胞移植を行った保険医療機関で行い、診療報酬の分配は相互の合議に

委ねる。

411 K930　脊髄誘 ［ページ右（上段）］

発電位測定等加 （2）　「注」に規定する脳、脊椎、脊髄又は大動脈瘤の手術とは、区分番号

算 「K116」から「K118」まで、「K128」から「K136」まで、

「K138」、「K139」、「K142」から「K142－3』まで、「K
151－2尋1、「K154」、「K154－2」、「K169」、「K181」、

「K183」から「K190－2」まで、「K191」、「K192」及び
「K560」に掲げる手術をいう。なお、これらの項目により所定点数

を算定する手術については加算は行わない。

第13部 病理診断

437 N　O　O6 （3）　当該保険医療機関以外の医療機関（衛生検査所等を含む。）で作製した

病理診断料 病理標本につき診断を行った場合には、月1回に限り所定点数を算定す

る。

なお、患者が当該傷病につき当該保険医療機関を受診していない場合

（テレパソロジーによる術中迅速病理組織標本作製及び術中迅速　胞診

を行う場合を除く。）においては、療養の給付の対象とならない。

《以下略》

基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて

506 第4　経過措置等 1　第2及び第3の規定にかかわらず、《中略》届出を行っている入院基本料

507 等の施設基準等の内容と異なる事情等が生じた場合は、変更の届出を行う

508 こと。

表1　新たに施設基準が創設されたことにより、平成22年4月以降におい

て当該点数を算定するに当たり届出の必要なもの

地域医療貢献加算

《中略》

特定集中治療室管理料2

特定　　治　室管理　注2に　げる小児加

新生児特定集中治療室管理料2

《中略》

表2　施設基準の改正により、平成22年3月31日において現に当該点数

を算定していた保険医療機関であっても、平成22年4月以降において当

該点数を算定するに当たり届出の必要なもの

精神病棟入院基本料（平成22年10月以降、10対1入院基本料を引き続
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き算定する場合に限る。）

ﾘ中略》

ｬ児入院医療管理料1（別　4の第10の2の（4）のイ及びウに　定す

る基噸については、平成22年10月

　《中略》

¥3　診療報酬の算定項目の名称が変更されたが、平成22年3月31日に

@おいて現に当該点数を算定していた保険医療機関であれば新たに届出は

@必要でないもの

1日以降に限る。）

医療区分3及び医療区分2の患者の合

vが8割以上の療養病棟入院基本料
→ 療養病棟入院基本料1

＜中略》

入院時医学管理加算 →
　　　　1麹∮�@体制加算

医療安全対策加 二
　　　ナﾃ安全対　加　1

退院調整加算 → 慢性期病棟等退院調整加算2

《以下略》

《以下略》

別添3　入院基本料等加算の施設基準等

540 第4の2　医師事
@務作業補助体制

@加算

6　届出に関する事項

@（1）　医師事務作業補助体制加算の施設基準に係る届出は、別添7の越

@　いて、前年度における病院勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に資す

@　　る計画の成果を評価するため、別添7の様式13の2により届け出るこ

@　　と。

@《以下略》

13の2、様式18及び様式18の2を用いること。また、毎年4月にお

548 第15精神科応急
@入院施設管理加

@算

1　精神科応急入院施設管理加算に関する施設基準

i1）精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123

@　号。以下r精神保健福祉法」という。）第18条第1項の規定により指

@　定された精神保健指定医（以下「精神保健指定医」という。）1名以上

@　及び看護師、その他の者3名以上が、あらかじめ定められた日に、適
@　時、同法第33条の4第1項及び向法第34条第1項から第3項までの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

@　規定により移送される患者（以下「応急入院患者等」という。）に対し

@　て診療応需の態勢を整えていること。

s以下略》

550

T51

第17の2　強度行

@動障害入院医療

@管理加算

1　《略》

Q　強度行動障害入院医療管理加算の対象患者

@　「基本診療料の施設基準等」における強度行動障害スコア、医療度判定

Xコアについては、別添6の購胆14の2を参照のこと。

s以下略》

552 第19の2　栄養サ

@ポートチーム加

@算

1　栄養サポートチーム加算に関する施設基準

@（1）　～　（2）　《略》

i3）　（1）のイ、ウ及びエにおける栄養管理に係る所定の研修とは、次の

@　事項に該当する研修であること。

@　ア　《略》

@　イ　栄養管理のための専門的な知識・技術を有する看護師、薬剤師及

@　　び管理栄養士等の養成を目的とした研修であること。なお、当該研

@　　修には、次の内容を含むものであること。
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556 第22褥瘡ハイリ
　スク患者ケア加

　算

（イ）　栄養障害例の抽出・早期対応（スクリーニング法）

《中略》

（チ）簡易懸濁法の実施と有用性の理解

（ニリ）　栄養療法に関する合併症の予防・発症時の対応

（ヌ）　栄養療法に関する問題点・リスクの抽出

《以下略》

1　褥瘡ハイリスク患者ケア加算に関する施設基準

　（1）　～　（2）　ぺ略》

（3）別添6の曝型墾16の褥瘡リスクアセスメント票・褥瘡予防治療計

　　画書を作成し、それに基づく重点的な褥瘡ケアの実施状況及び評価結

　　果を記録していること。

　《以下略》

別派4　特定入院料の施設基準等

567

576

第3　ハイケアユ

　ニット入院医療

　管理料

第12　亜急性期入

　院医療管理料

1　ハイケアユニット入院医療管理料に関する施設基準

　（1）　～　（4）　《略》

　（5）　当該入院料を算定している全ての患者の状態を、別添6の嶽総別墾

　　18の「重症度・看護必要度に係る評価票」を用いて毎日測定し、その

　　結果、基準を満たす患者が8割以上いること。

　《以下略》

3　亜急性期入院医療管理料2の施設基準

　（1）　亜急性期入院医療管理料2を算定する病室については、《中略》区分

　　番号A301－2に掲げるハイケアユニット入院医療管理料又は区分

　　番号A301－3に掲げる脳卒中ケアユニット入院医療管理料のいず

　　れかを算定し、＜以下略》

特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて

636 第4　経過措置等 　第2及び第3の規定にかかわらず、《中略》該当する特掲診療料の施設基準

等の内容と異なる事情等が生じた場合は、変更の届出を行うこと。

　表1　新たに施設基準が創設されたことにより、平成22年4月以降におい

　　て当該点数を算定するに当たり届出の必要なもの

　　　がん性疼痛緩和指導管理料（研修要件を満たしていない場合には、平

　　　成23年3月31日までに改めて届出が必要であること。）

　　　《中略》

　　　地域連携夜間・休日診療料

　　　地域連携診療計画退院時指導料（n）

　　　《中略》

　　　外傷全身CT加算

　　　コンピューター断層撮影C　T撮影）の16列以上のマルチスライス型

壁蝨抗悪性腫瘍剤処方管理加算
《中略》

乳がんセンチネルリンパ節加算1及び2

埋込型心　図　　計　　　及び埋込型心

経皮的大動脈遮断術

く中略》
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膀胱水圧拡張術

肛『。胆管悪　腫瘍手

麻酔管理料（皿）

《以下略》

別添1 特掲診療料の施設基準等

657 第22の3　胎児心 2　届出に関する事項

エコー法 胎児心エコー法の施設基準に係る届出については、別添2の様式24の蕪

669 第40脳血管疾患 1　脳血管疾患等リハビリテーション料（1）に関する施設基準

等リハビリテー （1）　《略》

ション料（1） （2）次のアからエまでをすべて満たしていること。

ア　～　ウ　《略》
エ　アからウまでの専従の従事者が合わせて10名以上勤務すること。　　　　　　　　　　　　　　　　一

《以下略》

674 第42の2　運動器 1　運動器リハビリテーション料（II）に関する施設基準

リハビリテーシ （1）　《略》

ヨン料（n） （2）次のアからウまでのいずれかを満たしていること。ただし、《中略》

当該リハビリテーションの実施時間以外に他の業務に従事することは

差し支えない。

ア　～　イ　《略》
ウ　専従の常勤理学療法士及び専従の常勤作業療法士が合わせて2名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

以上勤務していること。《以下略》

676 第44呼吸器リハ 1　呼吸器リハビリテーション料（1）に関する施設基準

ビリテーション （1）　～　（2）　《略》

料（1） （3）治療・訓練を十分実施し得る専用の機能訓練室（少なくとも、病院

については100平方メートル以上、診療所については45平方メートル

以上とする。）を有していること。《中略》疾患別リハビリテーション、

障害児（者）リハビリテーション又はがん患者リハビリテーション綿

を実施している時間帯において「専用」ということであり、《以下略》

679 第47の2　がん患 1　がん患者リハビリテーション料に関する施設基準

者リハビリテー （1）　当該保険医療機関において、《中略》以下のいずれも満たす者のこと

ション料 を言う。

ア　《略》

イ　がん患者のリハビリテーションに関し、適切な研修を篠埜了して

いること。なお、適切な研修とは以下の要件を満たすものを言う。

（イ）　～　　（ホ）　　《略》
牛

（2）　当該保険医療機関内にがん患者リハビリテーションを行うにつき十

分な経験を有する専従の常勤理学療法士、常勤作業療法士又は常勤言

語聴覚士が2名以上配置されていること。なお、十分な経験を有する

とは、（1）のイに規定する研修を篠埜了した者のことをいう。

《以下略》

687 第57の5　歯科技 1　歯科技工加算に関する施設基準

工加算 （1）常勤の歯科技工士顯超遣していること。

《以下略》

712 第89後発医薬品 4　後発医薬品の規格単位数量の割合を算出する際に除外する医薬品
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調剤体制加算 （1）

（2）

　経腸成分栄養剤

　エレンタール、三一創』一エレンターノレP、エレン

皇＝一一エンシュア・リキッド、エンシュア・
H、ツインライン、一一ハーモニックーM、
ハーモニックーF麟｝＿ラコールー
　特殊ミルク製剤

　雪印新フェニルアラニン除去ミルク烈しz一
一⊥一雪印新ロイシン・イソロイシン・バリン除去ミル
ク及びロイシン・イソロイシン・バリン　去ミルク配合　「

《以下略》

特定保険医療材料の材料価格算定に関する留意事項について

1　診療報酬の算定方法（平成20年厚生労働省告示第壁号）（以下「算定方法告示」という。）別表第一

　医科診療報酬点数表に関する事項

758 6　経過措置につ

　いて

（1）　「特定保険医療材料の保険償還価格算定の基準について」（平成20年

　　2月13日保発第0213003号）第4章2の規定に基づき、再算定が行われ

　　た固定用内副子（プレート）、大腿骨外側固定用内副子、下肢再建用人工

　　関節用材料、髄内釘、固定用金属線、生体弁、弁付きグラフト（生体弁）、

　　人工心肺回路、血管内手術用カテーテル轡型人工血管繍

　　一について、特定保険医療材料の安定的な供給を確
　　保する観点から、段階的に価格を引き下げるよう経過措置を設けたとこ

　　ろである。

《以下略》
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様式集

776 別紙様式4 ［ページ左（下段）］

児童・思春期精神医療入院診療計画書

ぺ中略》

　皿．入院時の状況

入院年月日 平成　年　月　目　（曜日） 入院

`態

□任意入院　□医療保護入院

｠措置入院　ロその他

患者：
主
訴

家族（父・母・その他　　）：　　　一　　　　　　　　一

症状　および　問題行動：　　　　　！

A．行　　動：a．動　き：ロ多動　□基動　ロ常同症　□担睡症　口宣塾な動作（）

@　　　　　　b．表　情：□不安・塾・心起　□憂うつ　ロ墾り・趣意　口無表情

@　　　　　　c．話し方：□巡　　　　　＿
@　　　　　　d．その他二□睡眠障害　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝

□不明瞭　　□吃音　　　　　＿□塵
告H行動異常　ロ排泄障害　□習癖異常　　　　　　　　　　　　　　一

B．情　　鐘：□不安定　口無感情　口塞り・敵意　□不安・幽・心配　□高過

@　　　　　　□迎うつ気分　□感情の不遇和

C．対人関係：□ひきこもり　□自己中心的　ロ他垣的　□基感性塑

D．知的機能：□注意趨量ロ興味限局□記憶障害□知的障害□学習（能力）障害

E．意　　識：ロ見当職障害　□意識障害

F．意　　埜：□消極性　□意髄退　□無蓋　□意並進
G．行　　為：□自傷　□他害・暴行　□盗み　□器物破損　　　　　＿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

H．知　　覚：□錯覚　□幻覚　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　一

1．思　　考：□心気症　□強迫観念・行為　□恐怖症　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

@　　　　　人体験　　　　　　　　＿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
　　　　　　　　　　　　　　一
@　　　□病的な空想　ロ作為体堕□塁業妄想　□越．害・関係妄想
高ｻの他の妄想（　）□連合障害　　　　　一

ロ自殺念慮・自殺企図　□離　　　　　　　　　　　一

@　　　　　　　　　一

J．

@　　　　　の欠如

その他：□病識欠如　□不登校　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

@　　　　　　　　ロ主体性の未確立

□計画的な行動がとれない　□衝動コントロー　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

具
体
的
な
事
柄
：
一

（※）担当者名

主治医 看護師 精神保健福祉士

臨
床
心
理
技
術
者
一

その他

［ページ右（上段）］

皿．治療計画

予定治療期間（

本人の希望：

家族の希望：

週間／月） 基本方針：

治療と検査：

A．治療：

　精神療法：

　　□個人精神療法：　回／週

　　　回／週

日集団精神療法：
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目標の設定

同意事項：

□検査　　　　□診断の確定

□薬物療法の醒整　□精神症状

　の改善

□問題行動の改善　□生活リズ

　ムの改善

□家族関係の調整　ロ主体性の

　確立

□社会復帰

□その他（　　　　　　）

　　□認知行動療法：　回／週　ロ生活療法

薬物療法：

　　□塾精神病薬　口遊うつ薬　□麸墨薬

　　　安薬

　　□抗てんかん薬　□睡眠導入剤

B　検査：

理化学検査：

　　□血液検査　□心電図　ロ脳越　口X墾

　　□CT（MR　I）検査　□その他一（

　心理検査

　　口知能検査（

　　□性格検査（

　　□　その他（　　　　　　　　　　　　）

回／週

□埜不

行動制限：□なし　ロあり（電話、面会、外出、外泊、その他

退院後　　□家庭内適応　□復学　□就蛍　ロ至イ生ア

の目標：　□その他（

　）　隔離室・個室使用：ロ

　　なし　□あり

□地域作業所　□施設入所

　　　　　　　　）

IV．家族へのアプローチ
面壁：

□家族面塗：回／週●月（□巫ロ型臥ロその他（）
　日本人との同席面接：　　回／週・月

その他：

　□家族療法：　　回／週・月　　□その他：　　回／週・月

具体的アプローチ

V
一 学越・教育へのアプ旦一乏

入院中の教育的配慮：

　□院内学級・院内分校への通級

　（学）

　□地元（原籍）校への通学　□訪

　問学亟

　□通燈教育　□その他（　　　）

学校への具体的アプローチ：　日本人の同意　□

　　　　保護者の同意

□担任□養護教麺日生董指導担当ロその他（）

□現状での問題点（　　　　　　　　　　）

□今後の方向性（　　　　　　　　　　　）

上記説明を受けました。平成　年　月　日　本人サイン　　　　保護者サイン

　　（注）内容は、現時点で考えられるものであり、今後の状態の変化等に応じて変わり

　　　　得るものである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　　（児童・思春期精神医療入院治療計画書記裁上の注意）

　　1．　入院の呈い時期に、医師、看護師、精神保健福祉士、堕床心理技術者などの関

　　　係者が協力し、治療計画を決めること。

《以下略》
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781 （別紙様式12） ［ページ右（上段）］

@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成年　月　日

﨣��汾謗s町村　　　　　　　　　　市町村長　殿

@　　　　　　　　　　　　　　　　照会元医療機関の所在地及び名称

@　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

@　　　　　　　　　　　　　　　　医師氏名

患者氏名

ｫ別（男・女）生年月日明・大・昭　年　月　　日生（　歳）職業

Z所

d話番号

診療形態 1．外来　2．往診　3．入院（平成　年　月　日） 情報提供回数　回

《中略》

簾羅幽至老人の日常生活自立度（該当するものに○）一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　－　　一　　一　　一　　一　　畳　　一　　－　　一　　一　　層　　一　　一　　r　　騨　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　量　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　－　　一　　一　　一　　¶　　一　　一　　曙　　尋　　，　　一　　昌　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　－　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　－　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一

P　何らかの襯認知症を有するが、日常生活は家庭内及び社会的にほぼ自立してい

@る。

氏@～　M　《略》

《以下略》

注意　《略》

790 （別紙様式22） ［ページ左（下段）］

@　　　　　　　　　　　廃用症候群に係る評価表

患者氏名 男・女 入院・外来

生年月日 年　月　日（　歳） 入院日 年　月　日

主傷病
リハビリテー

Vョン起算日
年　月　日

　算定している
潟nビリテーション料
i該’当するものにO）

脳血管疾患等リハビリテーション料

@　　　1　。　皿　　・　皿

1 廃用をもたらすに至った要因

2 臥床・活動性低下の期間

□　2週間以内　　　　□2週間から1ヶ月
｠　　1ヶ月から3ヶ月　　□3ヶ月から6ヶ月

｠　6ケ月以上

3 廃用に陥る前のADL

□F　I　M類四点未満　　□B．145点未満

｠F　I　M70点から114点　□B．145点から趣

_□F　IM115点以上　　　□B．185点以上

《以下略》

［記載上の注意］

@《略》

817 別紙14の2 　　　　　r強度行動障害児（者）の医療度判定基準」評価の手引き

P　《略》

M　医療度判定スコア

@1　患者特性に応じた個別的治療をチームとして統一性と一貫性のある計
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848

853

864

様式10の3

様式13の2

様式28

画的な診療を行うため、次を実施することを前提として配点

　（1）　多面的な治療奪計画的に提供するため、繍医師、看護師、児

　　　童指導員、保育士、臨床心理士、作業療法士等から構成されるチー

　　　ムにより、カンファレンスを実施し、患者の治療・観察必要性の評

　　　価、治療目標の共有化を図り、各職種の専門性を生かした診療計画

　　　を立案。

　（2）～　（3）　《略》

2　～　3　《略》

4　身体疾患の合併状態

　（1）　～　（2）　ぺ略》

　（3）⑤の「その他の身体疾患」とは、低体温、GER・反すうを繰り返す

　　　ことによる嘔吐・誤嚥、眼科・耳鼻科疾患、婦人科的疾患、循環器

　　　疾患、骨折鱒迦整形外科的疾患、機能悪化・維持・改
　　　善のためのリハビリなども含む。

《以下略》

［ページ左（下段）］

騰辮藷蔓〕看護・要一雛纏度●
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（いずれかを○で囲むこと）

ぺ以下略》

［ページ右（上段）］

病院勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に対する体制（新規・4月報告）

1　病院勤務の負担の軽減及び処遇の改善を要件とする入院料等の届出状況（既に届出を

行っているものについてチェックし、届出年月日を記載すること。）

　《略》

2　新規届出時又は毎年4月の報告時点の状況について記載する事項

平成　　年　　月　　日時点の病院勤務医の負担の軽減に対する体制の状況

（1）病院勤務医の負担の軽減に資する計画

　□　医師・看護師等の業務分担

　ロ　医師鯉事務作業補助鰯者の配置
　□　短時間正規雇用の医師の活用
《中略》

（4）役割分担推進のための委員会又は会議

　ア　開催頻度　　（　　　　回／年）

　イ　参加人数　　（平均　　　人／回）参加職種（
（5）　勤務医の　担軽減及び処遇　善に　る　任　　（名 種

）

［記載上の注意］

1　病院勤務の皇鶉2軽減遡豊に対する体制について、実施しているものにチ
ェックを行囎うとともに、具体的な計画についてその写し（様式自由）を添付す

　ること。

畷以下略》

［ページ左（下段）］

　　　精神科応急入院施設管理加算の施設基準に係る届出書添付書類

※記載欄　て略》

［記載上の注意］
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　～　2　《略》

@応急入院に係る精神保健指定医、

l式蔀2g（精神保健指定医については、

ｱと。）を添付すること。

@ぺ略》

看護師及びその他の者について、

@　備考欄に指定番号を記載する

881 様式49 ［ページ左（下段）］

�怺凬潟nビリテーション病棟入院料の施設基準に係る届出書添付書類

平均数算出期間 年　　月 日～ 年　　月　　日

当該病棟の1日平均入院患者数　　① 名
入

＜中略》

院
患
者

大腿骨、骨盤、脊椎、股関節又は膝関節

ﾌ神経、筋又は靱帯損傷後1か月以内
i再掲） ⑤

名

股 又は膝関　の　　術後1か月以 名の
内 （再掲） 6 一

構 ②～φ⑥に準ずるもの（再掲）　　⑳ 名

成
小計（②＋③＋④＋⑤＋⑥土⑦）　飽 名

入院患者の比率　　　　　璽／① ％

《以下略》

丸

1
6

［ページ右（上段）］

m記載上の注意］

@　　～　5　《略》　　　　　　　　　　　　　　舳

@　　様式5から9及び様式綴塑Lを添付すること。

894 別添2

1～4

［ページ右（上段）］

@　　　《略》

今回 算定
　設基

�通知 名称 届出
既届出 しない 様式（別添7）

1 ウィルス疾患指導料 □ □　年　月 □ 1．4

＜中略》

89 後発医薬品調剤体制加算1 □ ロ　年　月 □ 85

89 1　加　2 口

囲
口 85

89 加　3 □ □　年　月 口 85

90 保険薬局の無菌製剤処理加算 □ □　年　月 □ 86．4

※様式16は欠番

911 様式18の2

※記載欄

P
3

　～

N6月
N3月

［ページ右（上段）］

@　　　　　　　在宅療養支援歯科診療所に係る報告書

@　　　　《略》

m記載上の注意］

@　　　2　《略》

@　「2」

S当している患者に対して実施した歯科訪問診療の回数、

ﾌ算定回数及び歯科訪問診療2の算定回数を記載すること。

は、当該患者の在宅での歯科診療に係る療養を行う保険医として

@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　慨男タ澱R0日までの間は、歯科疾患在宅療養管理料の算定状況に、平成無22

R1日以前の後期高齢者在宅療養口腔機能管理料の算定状況を含む。

歯科訪問診療1

@なお、平成22

一30一



914

925

941

941

967

967

様式21の3

様式33

様式50

様式50の2

様式74

様式74の2

患者氏名 殿

（主治の歯科医師→ 患　）

《以下略》

画像診断管理加算（歯科診療に係るものに限る。）の施設基準に係る届出書添

付書類

1　画像診断を専ら担当する常勤歯科医師の保険医療機関内の所属部署

2　画像診断を専ら担当する常象車科医師の氏多（複数記入可）（1名以上）

ぺ以下略》

［記載上の注意］

《略》

［ぺLジ左（下段）］

　　　　　う蝕歯無痛的窩洞形成加算の施設基準届出書添付書類

1　《略》

2　磁一歯科医師の氏名等
繍歯科医師の氏名 経歴（経験年数を含む。）

《以下略》

3　《略》

［ページ右（上段）］

　　　　　　　歯科技工加算の施設基準届出書添付書類

1　～　3　《略》

［記載上の注意］

　保険医療機関内一麟蕪に歯2
亙二一（平面図難殴配置図難笠）
添付

工室を有してい

を

［ページ左（下段）］

　　　　歯周組織再生誘導手術の施設基準に係る届出書添付書類

1　《略》

2　噸堂麹慶養些匿歯科医師の氏名等

歯科医師の氏名 経歴（経験年数を含む。）

《以下略》

3　《略》

［ページ右（上段）］

　　　　手術時歯根面レーザー応用加算の施設基準届出書添付書類

1　《略》

2　鞭一歯科医師の氏名等
麟歯科医師の氏名 経歴（経験年数を含む。）

《以下略》

3　～　4　《略》

一31一



973

974

様式83

様式84

［ページ右（上段）］

　　　　顎口腔機能診断料の施設基準に係る届出書添付書類

障害者自立支援法
の規定に基づく指
定を受けた年月日

検査機器の

□　昭和
年 月 日

歯　科　矯　正
セファログラム
機　　　　　器

□　平成

下顎運動検査
機　　　　　器

筋
査
器

　
検
咽
図
　
電
咀
筋
機

機器名：

機器名

機器名

《以下略》

　基準調剤加算1及び2の施設基準に係る届出書添付書類

※記載欄　《略》

［記載上の注意］

　　1　～　4　《略》

　　5　「5」については、　　　　　　　　　一に在
　　宅患者訪問薬剤管理指導を行う旨の届出を行った年月日を併せて記載

　　すること。

　　《以下略》

．一 R2一


